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３ 将来を見据えた時代認識と従来からの発想の転換の必要性 

３.１ 将来を見据えた時代認識 

本庁舎は、建替え後も数十年に渡り使用され機能を発揮し続ける建物です。そのため本庁舎の建

替えにあたっては、多摩市の数十年先を見据えて本庁舎のあるべき方向性を定めることが重要とな

りますが、社会がめまぐるしく変化している今日において、多摩市の将来を見通すことは難しい状

況となっています。そのようなことから本市では、多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談

会を設置し、各分野の有識者から将来の社会展望や時代認識についてご意見を伺い、本基本構想の

検討を進めてきました。 

多摩市の将来の市民サービスや本庁舎のあり方を考える上での時代認識として、多摩市の将来展

望、市民のニーズや利用実態、多摩市の特性とまちづくりの方向性を整理すると次のようになりま

す。 

 

＜多摩市の将来展望＞ 

○人口構造の変化 

多摩市の人口は今後減少を続け、2030（令和 12）年には約 14 万 3 千人、2060（令和 42）年には

約 11 万 9 千人になるものと見込まれます※。また高齢化はさらに進行し、2045（令和 27）年頃には

全人口の約 4 割を高齢者が占めることになると予想されています※。人口の変化により、市民サービ

スへのニーズや利用形態も変化する可能性があります。 
※「第２期多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2021（令和 3）年 3 月策定）における将来展望人口（目指すべき

将来人口）。 

総人口と高齢化率の推移 

出所）実績値は国勢調査各年度。推計値は、「第２期多摩市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2021（令和 3）年 3 月策

定）における、将来展望人口（目指すべき将来人口）。  

実績値 推計値 
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○働き方やライフスタイルの多様化 

コロナ禍によるテレワークの普及により、市民の働き方は大きく変化しており、これを契機に働

き方や暮らし方の多様化がさらに進むものと予想されます。それに伴い、市民サービスへのニーズ

も変化し、オンラインによる時間や場所の制約を受けないサービスなど、働き方やライフスタイル

の多様化に対応した市民サービスが一層求められるようになると考えられます。 

また、職員の働き方も多様化していくと予想されます。今後は、職員の多様な働き方に対応でき、

多様な人材を生かすことのできる仕事の仕組みや執務環境の整備が重要となります。 

 

○デジタル化・ＤＸの進展 

進化するデジタル技術を活用することで、市民の利便性の向上とともに業務効率化を図ることが

期待されます。国は「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決

定）に基づき、「自治体 DX 推進計画」を策定（2020（令和 2）年 12 月）、デジタル庁発足（2021（令

和 3）年 9 月）、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」策定（令和 3 年 12 月 24 日閣議決定）な

どデジタル社会の実現に取り組んでおり、自治体 DX は加速するものと予想されます。多摩市にお

いても、少ない職員でサービスを維持・向上するために、デジタル技術の活用と DX 推進が求めら

れます。 

 

  

 

働き方が変わる！ 

多様な働き方・価値観に寄り添う施設に。 

●ポストコロナの働き方では、「デジタル化の進展※１」「テ

レワークの定着」「個別キャリアの時代※２」「SDGs」「ノン

プロフィットセクター（非営利部門）とプロフィットセクタ

ー（営利部門）の協働」がキーワードに。 

※１定型業務は ICT（情報通信技術）に代替されるなど。 

※２本業を持ちながら第二のキャリアを築く複線型キャリア

など。 

●そのような働き方の変容を見据えたときに庁舎のあり

方としてポイントとなるのは、 

①「集中と分散」を意識し、司令塔と判断できるブランチ

（部や課）が機能するよう、分散化をつなぐ高レベルのオン

ライン化を図ること。 

②柔軟な労働時間や休業制度、テレワークなど新しい働き

方に合わせてレイアウトが変更できるような施設の柔軟性

を確保すること。 

③多様な働き方（非正規雇用、フリーランス※３、ボランティ

アなど）や多様な価値観に寄り添う施設とすること。 

※３会社や組織に所属せず、自らの技能を活かして、個人で

契約をして仕事をする働き方。 

DXと働き方の変化で、 

本庁舎のあり方も 

大きく変わる 

 ●DX により、職員が行わなくてよ

くなる業務やテレワークで対応で

きる業務が生じ、それに伴い本庁

舎の一部のスペースは不要とな

る。また職員は、会議室や共用ス

ペース、あるいは出先施設で業務

ができるようになる。 

●市民サービスのあり方・変容と職

員の働き方は連動しているので、

それらを両輪で議論していかなけ

ればならない。 

 

 



10 

 

○脱炭素社会に向けた取組の推進 

地球規模で気候変動問題が深刻化する中で、SDGs やパリ協定などの世界的な潮流を受け、脱炭素

社会の実現に向けた取組が始まっています。わが国も、2050（令和 32）年までに、温室効果ガスの

排出を全体としてゼロにすること（カーボンニュートラル）を目指すことを宣言し、脱炭素社会に向

けて経済社会の再設計や、地域やライフスタイルの変革を進めようとしています。多摩市において

も、気候が危機的な状況にあることを全市民と共有し、地球温暖化対策に積極的に取り組むことを

目的として、2020（令和 2）年 6 月 25 日に多摩市気候非常事態宣言を表明しており、今後、脱炭素

社会の実現に向けた取組の推進が求められます。 

 

○大規模災害の危険性や不安の高まり 

首都直下地震や多摩東部直下地震などの大規模地震が、近い将来に発生する危険性が切迫してい

ます。また近年では、豪雨災害なども激甚化・頻発化しており、大規模災害への早急な対策が求めら

れます。 
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＜市民の利用実態やニーズ＞ 

「多摩市役所本庁舎建替についての市民アンケート」※１や市民フォーラム※２等の結果から、市民

サービスの利用実態やニーズに、以下のような傾向が見られることがわかります。 
※１ 2022（令和 4）年 2 月実施。対象は、市内在住の 18 歳以上の市民 1,200 人（住民基本台帳より無作為抽出）。詳し

くは、P55～60 参照。 

※２ 2022（令和 4）年７月・８月実施。詳しくは、P61～65 参照。 

〇本庁舎と出張所への来庁回数が少ない人が多い 

市民アンケートによると、本庁舎、出張所ともに、1 年間で１回も来庁していない方が 4 割以上と

なっています。来庁した方の来庁回数を見ると、本庁舎では「１回」が 22.6％で最も多く、次いで

「２回」が 13.9％、「３～５回」が 12.4％となっています。出張所についても、「１回」が 25.0％で

最も多く、次いで「２回」が 15.1％、「３～５回」が 11.7％となっており、本庁舎、出張所ともに、

来庁回数は年に１～２回程度の方が半数程度となっています。 

この１年間で本庁舎を訪れた回数      この１年間で出張所を訪れた回数 

 

 

 

 

 

〇住民登録や戸籍、住民票、印鑑登録、マイナンバーなどの手続きで来庁する人が多い 

本庁舎を訪れた用件の内容をみると「手続き」を目的とする来庁が多く、「住民登録や戸籍、住民

票、印鑑登録、マイナンバーに関すること」の手続きが 357 件、「国民健康保険・後期高齢者医療・

国民年金に関すること」の手続きが 144 件、「税金に関すること」が 115 件、「福祉（介護保険・高

齢福祉・障害福祉・生活相談）に関すること」が 76 件、「子育て（保育園・幼稚園、児童館・学童ク

ラブ、各種手当て・医療費助成等）に関すること」が 68 件で、これら上位 5 項目の手続きが、手続

き全体の 91.7％を占めています。 

 

 

 

 

 

  

本庁舎を訪れた用件 
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〇出張所などの身近な公共施設で手続き・相談をすることを望む人が多い 

市民アンケートによると、将来、出張所など身近な公共施設で手続きをしたい人は 73.1％、相談

をしたい人は 62.6％となっており、本庁舎で手続きや相談をしたい人と比べ、身近な場所で手続き・

相談を望む人が多くなっています。若い世代では、コンビニエンスストアーでの手続きを望む人の

割合が高い傾向が見られます。 

 

〇オンラインサービスに対する期待が高い 

市民アンケートによると、将来、オンライン（アプリ、電子メール、Web 会議システムなど）で

手続きをしたい人は 50.4％、相談をしたい人は 44.1％となっており、オンラインサービスに対する

期待が高いことがわかります。日常生活にインターネットが浸透している若い世代では特にこの傾

向が強く見られることから、オンラインサービスへのニーズは今後さらに高まるものと予想されま

す。 

一方で、高齢世代ではオンラインサービスへの期待は低く、市民フォーラムでも「デジタル化は必

要だと思うが、高齢者はついていけないのではないか」といった懸念の声も聞かれました。 

  

将来の市役所における手続き方法に期待すること 

10-40 歳代で

はコンビニエ

ンスストアー

での手続きへ

の期待が高い 

10-40 歳代ではオン

ライン手続きへの期

待が高い 
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＜多摩市の特性とまちづくりの方向性＞ 

○将来の税収減や職員減を見据えた、持続可能な行財政運営の構築 

生産年齢人口の減少と老年人口の増加により、今後の財政運営はいっそう厳しくなることが予想

されます。職員数の増加も見込めない中で、限りある資源で市民サービスを維持するための、持続可

能な行財政運営の構築が求められます。本庁舎建替えにあたっては、財政負担を軽減化する視点を

持つとともに、建物を建てるだけでなく、その中で展開される「仕事の仕組みやルール」と「職員意

識」の転換を図っていくことが重要となります。 

 

○聖蹟桜ヶ丘、多摩センター、永山の駅周辺拠点地区の活性化を踏まえた街づくり 

多摩市は聖蹟桜ヶ丘、多摩センター、永山などの駅周辺を各拠点地区として街を整備してきた経

緯があり、そういった多摩市の街の成り立ちを踏まえた最適な市民サービスの提供スタイルを構築

することが重要となります。 

 

〇ニュータウン区域、既存区域の均衡ある発展を目指した街づくり 

旧８ケ村と二つの飛び地が合併して誕生した多摩村を母体とする多摩市は、昭和 40 年代から始ま

った多摩ニュータウンの開発以降、既存区域とニュータウン区域のそれぞれの地域特性を活かした

均衡ある発展を目指し、街づくりを進めてきています。本庁舎建替えにあたっても、街づくりの経緯

と方向性に留意することが必要です。 

将来の市役所における相談方法に期待すること 

10-40 歳代ではオン

ライン相談への期待

が高い 

“手続き”と比べると

“相談”のほうが電話

への期待が高い 
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〇関係機関が協働して取り組む多摩市版地域包括ケアシステムの推進 

多摩市では急速に高齢化が進んでおり今後もしばらくはその傾向が続くと予想されます。高齢に

なっても障害があっても住み続けられるまちづくりを実現するために、多摩市版地域包括ケアシス

テムが推進されており、今後の本庁舎のあり方や市民サービスの展開も、そういった取組と歩調を

合わせ連携していくことが重要となります。 

 

〇多摩市気候非常事態宣言 

多摩市と多摩市議会は、気候が危機的な状況にあることを全市民と共有し、地球温暖化対策に積

極的に取り組むことを目的として、2020（令和 2）年 6 月 25 日に、都内で初めて、多摩市気候非常

事態宣言を表明しました。これに基づき多摩市では、2050（令和 32）年までに二酸化炭素排出実質

ゼロを目指し、各種取組を推進していくこととなります。本庁舎建替えは、それらを先導し、二酸化

炭素排出実質ゼロの実現に大きく貢献できるものとなるよう、環境に最大限に配慮した検討を行う

必要があります。 

 

〇ＳＤＧｓ達成に向けた取組の推進 

多摩市では、国連が定めた「持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals：SDGs)」の理

念および 17 の目標に共感し、子ども・若者たちが未来に希望を持ち続けることができる持続可能な

まちづくりを実現していくため、総合計画に基づき、各分野別の施策を統合的に推進していくこと

で、SDGs の達成を目指していくこととしています。本庁舎の建替えにあたっても、構想・計画段階、

設計段階、建設段階、運用段階の各段階を通じて、SDGs を十分に意識し、その達成に寄与できるよう取

組を進めることが重要となります。 

 

 

  



15 

 

３.２ 従来からの発想転換の必要性 

「3.1 将来を見据えた時代認識」に示したとおり、多摩市の将来を展望すると、人口構造の変化、

働き方やライフスタイルの多様化、デジタル化の進展、大規模災害の危険性の高まりなど、社会が大

きく変わろうとする時代にあることがわかります。特にここ数年のコロナ禍は個人の価値観や社会

のありように大きな変化をもたらましたが、市民サービスに対するニーズや考え方もこれを契機に

大きく変化する兆しが見られます。 

例えば、市民の利用実態やニーズで整理したように、「身近な場所でサービスを受けたい」、「オン

ラインでサービスを受けたい」という市民ニーズは高くなっており、今後デジタル化が進展すれば

この傾向はさらに強まるものと予想されます。これからの市民サービスでは、場所や時間の制約を

できるだけなくしていくことが重要となりますが、このことは、「市民サービスは本庁舎で提供する

もの」、「本庁舎は市民に来てもらうところ」といった従来の発想を大きく変えるものです。 

さらには市民サービスの概念も、「職員が（本庁舎で応対して）サービスを提供する」だけでなく、

「市民が（好きな時間に好きな場所で）サービスを利用する」という形に拡大していくことも考えら

れます。市民サービスは本庁舎以外の様々な場所で提供され、市役所はそのための新たな仕組みを

構築し、職員は市民に近いところでのサービスをサポートする役割も果たしていく、といった新た

な市民サービスや市役所のありようが想定されます。 

  このように、市民サービスへのニーズや市民サービスの概念そのものが大きく変わろうとする今、

従来の発想にとらわれることなく、改めて将来のあるべき市民サービスの姿を見定め、それを実現

するための本庁舎のあり方を考えることが極めて重要となります。本庁舎の建替えは、市のまちづ

くりと方向性を合わせながら、多摩市の将来を見据え、新しい発想で進めていくことが求められま

す。 

発想転換の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

将来社会を見据え、 

窓口等のデジタル化を進めるべき 

●高齢化の進展や働き方の多様化などの社会や生活スタイルの変化を展望すると、窓口等の市民サ

ービスのデジタル化を進め、本庁舎に出向かずにサービスを受けられるようにすることが重要であ

る。デジタルデバイド（情報格差）の問題に配慮する必要はあるが、多様な状況にある市民の社会参

加の機会を広げる観点からもデジタル化を進めることが重要である。 

●市民サービスのデジタル化と出先施設の活用により、本庁舎の利用目的や利用形態は大きく変化

すると予想されるが、本庁舎と出先施設の適切な役割分担と、本庁舎のヘッドクオーター（本部）と

しての機能強化がポイントとなる。 

市民サービスのデジタル化と出先施設の活用により、
本庁舎の利用目的や利用形態は大きく変化する 

●これからの市民サービスでは、企業や市民の参画・協働によるサービスの提供が増えていくことも

予想され、市役所が、課題の共有や協働の場所となる可能性がある。多様な主体が共に仕事をする

ことを想定した空間づくりも必要になるのではないか。 

多様な主体の参画・協働を意識した空間づくりを 

 

将来の市民サービスのあり方は？ 

●本庁舎以外の様々な施設を有効活用することで多様なフロント（受付窓口）をつくり、市民が身近な

ところでサービスを受けられるような仕組みをつくることも重要となる。デジタルデバイド（情報格

差）の問題も、より身近な施設で解消できる仕組みがつくれるとよい。 

 

様々な公共施設を有効活用し、 

多様なフロントをつくってはどうか 

 

●手続き等のデジタル化・オンライン化を進めて

ほしい。 

●DX は事務の効率化だけではなく市民生活を

変えていくこともできる。DX に何を求めてい

るのか打ち出してほしい。 

●デジタル化は必要だが、高齢者がついていけな

いのではないか。 

●すべてデジタル化すると、電気が止まったと

き、本庁がダウンしたときなどに、何もでき

なくなってしまうのではないか。 

●デジタル化することでサービスが向上すると

は限らないのではないか。 

●オンライン化は望ましいが、本庁舎機能の弱

体化・空洞化は望ましくない。 
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DX（Digital Transformation,デジタルトランスフォーメーショ

ン）とは、デジタル技術を活用して、商品・サービスや仕事の仕

方を変革し、人々の生活をよりよい方向に変化させることです。

総務省は、自治体 DX 推進計画を策定（2022（令和 4）年９月改

訂）し、自治体における住民サービスの利便性向上と業務の効率

化を推進しています。 

［DX による行政サービスの利便性向上の取組例］ 

○窓口のデジタル化（書かない窓口・待たない窓口） 

○電子申請などオンライン手続き 

○身近な公共施設と本庁舎をつなぐオンライン相談 

DXって何？ DXで何が変わる？ 

 

［DX による業務効率化の取組例］ 

○AI や RPA の活用 

○テレワークやリモート会議の導入 

○電子決裁の導入や業務のシステム化 

デジタル化で取り残される人を出さないために 

 市民アンケートや市民フォーラムでは、デジタル化により、 

スマートフォンやインターネットを日常的に使わない高齢者 

などが取り残されるのではないか、と懸念する意見が多数寄 

せられました。 

政府もデジタル社会のビジョンとして、「誰一人取り残さな 

い、人にやさしいデジタル化」を掲げていますが、多摩市に 

においても、これまで通りの方法で行政サービスを提供するなどのセーフティネットを設けるこ

とや、オンライン手続きの講座や、出張所等でのサポートを充実させることで、デジタル化で取り

残される人が出ないよう配慮しながら、DX を推進していきます。 

本庁舎の建替えに先行して DXを推進 

 多摩市では、これまでもオンライン手続きやコンビニ納付を積極的に導入してきました。市

民フォーラムでは「できるところから DX を推進するべき」とのご意見を、有識者懇談会でも

「DX によるソフト面の仕組みの構築を本庁舎建替えまでに進 

めておくべき」「市民サービスをどう作り替えていくのかを先 

に考え、それを実現するための建物のあり方を考えるべき」と 

のご助言をいただきました。最新のデジタル技術を活かし、市 

民サービスの向上と業務の効率化を図っていきます。 

 

 

現在多摩市では、学童クラブの
オンライン申請や各種証明書等
のコンビニ交付などを行ってい
ます。 
今後は、“ぴったりサービス”
（マイナポータルのオンライン申
請機能）を活用したサービスの
展開を予定しています。 
 

 

高齢者向けスマホ講座の様子 

土浦市の「リモートコンシェルジュ」 

出典）土浦市 HP 
https://www.city.tsuchiura.lg.jp/page/page

016505.html 
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４ 基本理念 

４.１ 将来の市民サービスと市役所の姿 

現庁舎の課題や多摩市の将来展望、市民ニーズの変化、多摩市のまちづくりの方向性等を踏まえ、

目指す多摩市の将来の市民サービスの姿と、それを支える市役所の姿を次のとおりとします。 
 

将来の市民サービスの姿 

●デジタル化により、市民はパソコンやスマートフォンを使って、自

宅や勤務先など好きな場所で、好きな時間にサービスが受けられる

ようになる。 

●出張所等、市民はより身近な場所でサービスが受けられるようにな

る。 

●本庁舎などでは、市民は専門的なサービスを受けるようになる。 

 

 

 

将来の市役所の姿 

●出張所等でのサービスが充実し、それらが本庁舎と連携して市民サ

ービスを提供している。 

●本庁舎は、出張所等と連携する“司令塔機能”を強化している。 

●本庁舎は、災害時にも行政機能を維持し、業務を継続するとともに、

災害対応の指令拠点としての機能を備えている。 
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４．１．１市役所全体の体制 

将来の市民サービスの姿・市役所の姿を実現するための市役所全体の体制として、「本庁舎連携・

拠点サービス充実型」の市役所を目指し、「本庁機能」「駅近機能」「地域機能」の３つの機能の役割

分担と連携により市民サービスの展開を図っていくこととします。 

 

 

「将来の市民サービスと市役所の姿」実現のための市役所の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、「本庁舎連携・拠点サービス充実型」の市役所の実現にあたっては、３つの機能の役割分担

を明確にし、市民にとって分かりやすいサービス展開に留意します。また、３つの機能を導入するこ

とによって職員人件費や整備費用が膨れ上がることがないよう、持てる資源を有効に活用しながら

効率的に整備を進めます。３つの機能が補完し合うことで、市役所全体として、できるだけ少ない費

用で市民サービスを向上させていくことができる枠組みを構築していきます。  

「本庁舎連携・拠点サービス充実型」 

①駅近や各地域など市内各所でのサービスが充実し、 

②職員が多様な拠点で働くようになり、 

③本庁舎がサービス拠点と連携して、それらが一体となって機能する市役所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを「本庁機能」「駅近機能」「地域機能」の３機能の役割分担・連携により展開 

本庁機能 駅近機能 

【申請・証明書発行等】 

• 定型的で利用者の多い

手続き 

• マイナンバーカードを

利用した発行業務（※

コンビニでも展開） 

【相談】 

• 簡易的な相談 

• 本庁舎とつないだオン

ラインによる相談 

〇行政事務機能として、意思

決定や指揮命令、災害時に

は指令拠点としての機能

に特化・強化 

〇デジタル化の進展におい

てもだれ一人取り残さな

いセーフティネット機能 

 

【申請・証明書発行等】 

• オンライン取次 

• マイナンバーカード 

を利用した発行業務

（※コンビニで展開） 

【相談】 

• 福祉、子育て等に関する

相談（※主に支援拠点で

展開） 

地域機能 
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本庁舎と駅近機能 

それぞれが新しい機能の発揮を 

●DX が進んだときに市役所に空間的に残される

機能は、政策決定、緊急時参集、企画立案・意思

決定、一部の相談業務、組織内コミュニケーショ

ン、アウトリーチ（地域に出向いてサービス提供す

ること）のための待機場所の６つくらいである。 

●本庁舎と駅近機能といった形で分散した空間で

どのように意思決定し、業務遂行するかが課題と

なる。本庁舎のあり方は大きく変わるが、分散化

する中で、本庁舎のヘッドクオーター（本部）とし

ての機能はいっそう重要となる。 

●本庁舎は「司令塔」。大事なサーバーと各業務の

意思決定機能があり、それと駅近施設が常につ

ながっている。これからの本庁舎は、「働く場とし

ての本庁舎」というよりも「働きを支援する本庁

舎」と捉えていく方向がよいのではないか。 

●住民、福祉に関する窓口だけでなく、あらゆる窓

口サービスを駅近機能で提供していくんだ、とい

うくらいの気持ちでやっていただきたい。 

 

●今後、人の配置や仕事内容が変わっていくの

で、制度も変わらなければならない。非正規

と正規の壁を徐々に無くしていく。非正規と

正規の間には乗り入れられる汽水域を作る。

短期的な成果ではなく、長期的な視野で、仕

事の過程も評価していくような評価制度を

作ることが必要。 

●本庁舎機能には「人」が重要。DX の進展や、

行政機能やサービスの変化スピードに合わ

せて職員の質と量も変化していく。一時少し

余分な人件費がかかるかもしれないが、いず

れ落ち着くところへ収まるという対応になる

のでは。 

●庁舎の建て替えだけでなく、職員の考え方、仕

事のやり方を合わせて見直していくことが一

番大事。職員の意識改革なしで建替えは絶対

にできない。 

 

職員の配置も仕事の仕方も変わる 

過渡的な対応が必要になる 

職員の意識改革が重要 
●職員がアウトリーチで仕事をするとなると、骨休

みに行って、そこで資料をまとめられるようなコ

ワーキングスペース（異なる仕事の人が共同で利

用するオフィス空間）、しかも市民も使えるような

コワーキングスペースが市内にたくさんあるとよ

い。働き方が変わっていく中で、どのようにそれ

を受け止めるかは庁舎だけの問題ではない。 

働き方の変容に合わせて、市内に
コワーキングスペースを 

●オンラインで申請できない人をサポートする

「デジタル版民生委員」のようなものも必要で

は。何でも職員がやろうとするとコストがかか

る。デジタル化のメリットを生かし、外で働けな

い人などに参画してもらって解決できるとよ

いのではないか。 

多様な人材を活かしながら 

オンライン化を推進しては 

「本庁舎連携・拠点サービス充実型」を進めていくために・・・ 
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4.1.2将来の市役所全体のサービス提供の姿 

将来の市役所全体でのサービス提供の姿をイメージすると次のようになります。 

将来の市役所全体のサービス提供の姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

災害時における将来の市役所全体のサービス提供の姿 
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今後、DX の取組をできるところから進め、オンラインサービスを拡充していきます。これにより、

現在は本庁舎でしかできない手続きや相談等も、将来的には「駅近機能（両出張所・ベルブ永山）」

で行えるようになること（駅近機能の機能転換）を目指します。また、既に「地域機能」として、地

域の施設等での相談業務やコンビニエンスストアーでの証明書発行等を実施していますが、これを

さらに拡大展開し、身近な場所でサービスが受けやすい環境づくりを進めていきます。 

本庁舎の竣工時期である 2030（令和 12）年頃は、こうした将来の市役所全体としてのサービス提

供の姿に向けた途中段階ですが、今後の社会状況の変化に対応しながら、段階を踏みつつ、できると

ころから早期実現に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

本庁舎・駅近機能・地域機能の３機能の役割分担・連携による展開イメージ 

 

●サービス拠点が増えるのはよいが、本庁との

役割分担が分かりにくくなったり、行政の負

荷が高まったりすることにつながらないか。 

●本庁に行かなくても出張所などでできるよ

う出張所などのサービスを充実させてほし

い。窓口時間も延長してほしい。 

 

●地域の身近なところにサービス拠点が増え

るとよい。郵便局やモバイル市役所はどう

か。また、身近な場所でスマホの使い方など

を支援してもらえるとよい。 

●建替えまでの７年間にも、社会はどんどん変

化していくと思うので、DX などのソフト施

策は先行して進めるべき。 



23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.２ めざす本庁舎像 

「４．１将来の市民サービスと市役所の姿」を実現するための本庁舎のあるべき姿（めざす本庁舎

像）を次のとおりとします。 

 

 

めざす本庁舎像 

 

市民の暮らしを支え 多摩市の安全を守る 

拠点としての 持続可能な本庁舎 

 

 

市民サービスを支える本庁舎 

駅近機能などと連携して新しい仕組みでよりよいサービスを提供し、 

市民の暮らしを支えていきます。 

 

災害時に市民とまちを守る本庁舎 

災害時には、災害対応の指令拠点としての機能を確実に発揮し、 

市民とまちの安全を守ります。 

 

柔軟性の高い持続可能な本庁舎 

将来の変化に柔軟に対応でき、50 年以上の長期にわたり使い続けることができる、 

未来に向けて持続可能な本庁舎を目指します。 
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基本理念・基本方針・基本機能の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の市民サービスの姿 

基本理念 
将来の市役所の姿 

めざす本庁舎像 

市民サービス 

機能 

防災指令拠点 

機能 

市民の暮らしを支え 多摩市の安全を守る 

拠点としての 持続可能な本庁舎 

基本方針 

めざす本庁舎像の実現

に向けた具体的な施設

のあり方・施設像 

行政事務 

機能 

どのような市民サ

ービスを目指すの

か 

数十年後を見据え、多摩

市が目指す市民サービス

と市役所の理想の姿とそ

れを実現するための本庁

舎のあり方 

 

どのような市役所

を目指すのか 

●デジタル化により、市民はパソコンやスマートフォンを使って、自宅や勤

務先など好きな場所で、好きな時間にサービスが受けられるようになる。 

●出張所等、市民はより身近な場所でサービスが受けられるようになる。 

●本庁舎などでは、市民は専門的なサービスを受けるようになる。 

●出張所等でのサービスが充実し、それらが本庁舎と連携して市民サービ

スを提供している。 

●本庁舎は、出張所等と連携する“司令塔機能”を強化している。 

●本庁舎は、災害時にも行政機能を維持し、業務を継続するとともに、災

害対応の指令拠点としての機能を備えている。 

［本庁舎連携・拠点サービス充実型］ 

それらを実現する

ために、どのよう

な本庁舎を目指す

のか 

●市民サービスを支える本庁舎 

●災害時に市民とまちの安全を守る本庁舎 

●柔軟性の高い持続可能な本庁舎 

 

●市民サービスを支える施設に 

●災害対応の指令拠点として機能する施設に 

●ＤＸ推進による市民サービスの仕組みや働き方の変容を支える施設に 

●将来の人口減少や社会変化に対応できる柔軟性を確保し、シンプルで持続

可能な施設に 

●財政負担に配慮しながら、機能性と経済性のバランスを重視し、ライフサ

イクルコストを低減する施設に 

●脱炭素化を推進するため、環境にやさしい施設に 

基本理念を実現するた

めに求められる本庁舎

の基本となる機能と、そ

の整備に向けた考え方 

議会 

機能 
基本機能

等 

建物性能 
環境性能  耐震性能  ユニバーサルデザイン  セキュリティ 
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５ 基本方針 

めざす本庁舎像を踏まえて、具体的な施設のあり方・施設像を以下のとおりとします。 

 

◇市民サービスを支える施設に 

市民が好きな場所で好きな時間に、または身近なところで市民サービスが受けられるように

するため、オンライン化と出張所等との連携を進めていく拠点となる施設とします。また、誰ひ

とり取り残さないための拠り所として、すべての人が利用しやすい施設とします。 

 

◇災害対応の指令拠点としての機能を発揮する施設に 

十分な耐震性を確保し、災害時に確実に防災指令機能が発揮され、事業継続できる安全性の高

い建物構造とします。発災時の迅速な対応と、その後の継続した復旧・復興活動が可能となるよ

う、防災指令拠点として必要な機能をもつ施設とします。 

 

◇ＤＸ推進による市民サービスの仕組みや働き方の変容を支える施設に 

進化するデジタル技術を活用して DX を推進し、より利便性の高い市民サービスの仕組みを

実現するとともに、仕事の仕方の変化、職員の新しい働き方に対応し、業務の質と効率性を高め

る施設とします。 

 

◇将来の人口減少や社会変化に対応できる柔軟性を確保し、シンプルで持続可能な施設に 

変化する社会やニーズに対応できる柔軟性を確保し、長期間に渡って陳腐化することなく有

効に使用し続けられる、シンプルで持続可能な施設とします。 

 

◇財政負担に配慮しながら、機能性と経済性のバランスを重視し、ライフサイクルコス

トを低減する施設に 

長期的な視点に立って市の将来の財政への影響を十分に考慮ながら、本庁舎として必要な機

能やその水準を適切に見極め、ライフサイクルコストの低減を意識した施設とします。 

 

◇脱炭素化を推進するため、環境にやさしい施設に  

多摩市における脱炭素化の取組をリードし後押しすることができるよう、環境にやさしい、サ

ステイナブルな施設とします。 

 

 

 

 

 


